
資料２－１ 

在宅医療提供体制に関する実態・意識調査について 

 

１ 調査趣旨 

 

（１）医療・介護関係機関の実施可能な機能の現状や在宅医療に対する意向、医療・介護連携に 

対する現状などを把握し、医療・介護のさらなる連携強化に寄与することを目指す 

（２）新潟県、新潟市および新潟県医師会、新潟県県内各郡市医師会の在宅医療推進、在宅医療・ 

介護連携推進に係る取組みの経年指標として活用する 

 

 

２ 調査対象  県内の医療・介護事業所 約 4,350 件 

（参考：令和 2 年 6 月 1 日現在事業所数） 

 診療所 歯科 病院 訪問看護 薬局 居宅介護 計 

新潟県 1,129 1,157 125 150 1,034 741 4,336 

うち新潟市 511 491 44 65 443 268 1,822 

（新潟市割合） 45.3% 42.4% 35.2% 43.3% 42.8% 36.0% 42.0% 

 

 

３ 調査実施期間 令和 2 年 11 月 4 日～令和 2 年 11 月 18 日 

（調査基準日：令和 2 年 10 月 1 日） 

 

 

４ スケジュール（予定） 

  9 月 25 日（金）まで 調査票に関する意見集約・修正 

  10 月 1 日～31 日      調査票発送作業（業者委託） 

  11 月 4 日～18 日    調査期間 

  11 月 19 日～12 月下  データ回収・集計・成果品納入 

  1 月上～2月中    調査結果分析、調査報告書完成 

 

 

５ 実施主体    

新潟県（福祉保健部医務薬事課） 

  新潟県医師会（在宅医療推進センター） 

  新潟市（地域医療推進課、在宅医療・介護連携センター） 

 






























































